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補足資料-1(4)
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☞ 
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☞ 
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補足資料-6 

百里飛行場と廃棄物管理施設との距離（１）

（百里飛行場東滑走路北側端―固体集積保管場Ⅰ西側）

（国土交通省 国土地理院、地図閲覧サービス（ウォッちず）により確認）
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百里飛行場と廃棄物管理施設との距離（２）

（百里飛行場東滑走路北側端―固体廃棄物減容処理施設）

（国土交通省 国土地理院、地図閲覧サービス（ウォッちず）により確認）
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百里飛行場と廃棄物管理施設との距離（３）

（百里飛行場東滑走路北側端―固体集積保管場Ⅱ西側）

（国土交通省 国土地理院、地図閲覧サービス（ウォッちず）により確認）
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百里飛行場と廃棄物管理施設との距離（４）

（百里飛行場東滑走路北側端―固体集積保管場Ⅳ西側）

（国土交通省 国土地理院、地図閲覧サービス（ウォッちず）により確認）
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補足資料-7 
日本国機の運行回数及び延べ飛行距離について 

・計算に用いる数値は、国土交通省 航空局「航空輸送統計年報 第 1 表 総括表」の次の値とする。 
日本機の飛行距離は国内便のみの定期+不定期（その他）の値。 
日本機の国際便は、日本から海外までの距離が記載されており、日本国内での飛行距離ではな

いため、考慮しない。

・日本に乗り入れている外国機は飛行距離の実績の公開記録がないため考慮しない。

・ただし、日本機の国際便、外国機の落下事故も日本国内で落下した場合は評価対象とする。

運航回数（運航回） 飛行距離（km） 
国内便 国際便 計 国内便

平成 5 年 466,787 57,451 524,238 326,899,203 
平成 6 年 484,426 60,038 544,464 343,785,576 
平成 7 年 531,508 67,908 599,416 380,948,123 
平成 8 年 543,238 72,425 615,663 397,146,610 
平成 9 年 562,574 77,134 639,708 420,920,228 
平成 10 年 587,308 83,070 670,378 449,784,623 
平成 11 年 594,957 85,804 680,761 459,973,069 
平成 12 年 660,979 87,977 748,956 480,718,878 
平成 13 年 671,618 86,824 758,442 489,803,107 
平成 14 年 683,929 93,062 776,991 498,685,881 
平成 15 年 700,184 92,381 792,565 519,701,117 
平成 16 年 698,960 101,659 800,619 517,485,172 
平成 17 年 709,377 106,078 815,455 527,370,038 
平成 18 年 740,741 104,798 845,539 555,543,154 
平成 19 年 741,949 112,605 854,554 559,797,874 
平成 20 年 733,979 118,503 852,482 554,681,669 
平成 21 年 716,640 110,234 826,874 544,824,157 
平成 22 年 716,538 101,721 818,259 548,585,258 
平成 23 年 717,100 96,292 813,392 555,144,327 
平成 24 年 770,262 105,086 875,348 608,215,704 

合計 13,033,054 1,821,050 14,854,104 9,740,013,768 
注：離着陸回数 ＝ 離陸回数 + 着陸回数 ＝ 国内便運航回数×2 + 国際便運航回数 

＝ 13,033,054×2 + 1,821,050 ＝ 27,887,158 

☜ 
☜ 
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Ⅳ-2-1-2 廃棄物管理設備本体及びその他廃棄物管理設備の

附属施設に関する航空機落下の火災による影響評価 
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1．概要 

外部からの衝撃による損傷の防止に係る評価のうち、廃棄物管理施設の離隔

距離の位置に航空機が落下した際の影響として、発生する火災による影響を評

価した。 

 

2．標的面積及び離隔距離について 

航空機落下の影響の評価に係る標的面積は、施設を分散して設置している

廃棄物管理施設の特徴を踏まえ、対象となる施設のみならず、当該施設への

航空機落下により同時に影響を受けるおそれがある範囲に位置する施設を含

めて設定した。 

同時に影響を受けるおそれのある範囲は、大型航空機の場合であっても

100m以上の離隔をとることで同時に影響を受けないとされていることから、

対象とする施設を中心とする半径 100mの円内とした。 

廃棄物管理施設は、大きくは北部エリアと南部エリアに分けることができ、

北部エリアは更に東側と西側に分けることができる。これらを、ここでは北

部東側エリア、北部西側エリア及び南部エリアと称す。 

北部東側エリアの中心に位置するのはα固体処理棟であり、この施設を中

心とした半径 100mの円内に北部東側エリアの施設は全て入る。よって、α固

体処理棟の標的面積は、北部東側エリアの施設の面積を全て合算したものと

なり 9710m2である。 

同様に、北部西側エリアの中心に位置する固体集積保管場Ⅲ及び南部エリ

アの中心に位置する固体廃棄物減容処理施設について標的面積を求めると、

5390m2及び 1456m2である。 

この標的面積にて離隔距離を求めると、離隔距離が最も短いのは「自衛隊

又は米軍機（基地－訓練空域間を往復時）」であり、北部東側エリアの中心に

位置するα固体処理棟は 20.4m、北部西側エリアの中心に位置する固体集積

保管場Ⅲは 34.5m、南部エリアの中心に位置する固体廃棄物減容処理施設は

54.4mである。 
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なお、小型固定翼機及び小型回転翼機の評価に用いるαを 1にした場合は、

離隔距離が最も短いのは「有視界飛行方式民間航空機」となり、離隔距離は

それぞれ 6.4m、20.6m、40.5mである。 

各施設及びエリアの標的面積並びに離隔距離を別表 1に、南部エリアの中

心に位置する固体廃棄物減容処理施設を除いた各施設と半径 100mの円内の

施設との関係を別図 1から別図 18に示す。 

 

3．評価条件 

評価対象とする施設は全施設であるが、ここでは、航空機落下による火災

に伴い発生する森林火災の影響が考えられるため、離隔距離が最も短いα固

体処理棟の他、森林火災の影響を評価した固体集積保管場Ⅱ（標的面積は北

部西側エリアの中心に位置する固体集積保管場Ⅲと同じ）を代表施設として

記述した。 

落下確率が高いことから、落下する航空機を自衛隊又は米軍機の機体及び

有視界の飛行方式の民間機とし、近隣を飛行する航空機のうち最も搭載燃料

量が大きい F-15とした。 

評価条件を表 1に示す。 

航空機落下による火災に伴い発生する森林火災の評価条件は、発火点から

施設までの距離（離隔距離）を除き、森林火災の影響の評価と同じとした。

また、施設と森林との最短の距離は、最近の状況を考慮し、これを 9mとした。 
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表 1 評価条件 

 α固体処理棟 固体集積保管場Ⅱ 

航空機 F-15 F-15 

燃料の種類 JP-4 JP-4 

燃料量 [m3] 
14.87 (1) 

（予備タンクあり） 

14.87 (1) 

（予備タンクあり） 

輻射発散度 [W/m2] 58×103 (2) 58×103 (2) 

燃料タンク投影面積 [m2] 44.6 (3) 44.6 (3) 

質量低下速度 [kg/m2・s] 0.051 (4) 0.051 (4) 

燃料密度 [kg/m3] 760 (4) 760 (4) 

離隔距離 [m] 20.4 (5) 34.5 (5) 

(1) 航空ジャーナル 2月号増刊 F-15イーグル（航空ジャーナル社 昭和

55年 2月 5日発行） 

(2) 「原子力発電所の外部火災影響評価ガイド 付属書 B 石油コンビナー

ト等火災・爆発の原子力発電所への影響について」の附録 Bにおけるガ

ソリン・ナフサの値 

(3) 航空ジャーナル 1978 別冊 F-15 イーグル（昭和 53年 3月 5日発行）に

記載の機体図面より燃料タンクの配置及び大きさを想定し算出した値 

(4) NUREG-1805に記載の JP-4の値 

(5) 別表 1 に示す離隔距離を安全側に小数点以下第二位で切り捨て 

 

4．評価手法 

(1) 燃焼半径の算出 

外部火災影響評価ガイドに従い、円筒火炎モデルとして評価を実施する

ため、燃焼半径は航空機の燃料タンクの投影面積を円筒の底面として仮定

して、次式により算出する。 

R = (S／π)1/2 

S:燃料タンクの投影面積（火炎円筒の底面積） 
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表 2 燃焼半径 

 α固体処理棟 固体集積保管場Ⅱ 

燃料タンク投影面積 [m2] 44.6 44.6 

燃焼半径 [m] 3.77 3.77 

 

(2) 形態係数の算出 

外部火災影響評価ガイドに従い、次式により形態係数を算出する。 

 

φ：形態係数 

L：離隔距離 

H：火炎高さ 

R：燃焼半径 

 

表 3 形態係数 

 α固体処理棟 固体集積保管場Ⅱ 

離隔距離 [m] 20.4 34.5 

燃料タンク投影面積 [m2] 44.6 44.6 

燃焼半径 [m] 3.77 3.77 

形態係数 6.09×10-2 2.31×10-2 

 

(3) 輻射強度の算出 

外部火災影響評価ガイドに従い、火災の火炎から任意の位置にある点（受

熱点）の輻射強度は、輻射発散度に形態係数を乗じて算出する。 

 

表 4 輻射強度 

 α固体処理棟 固体集積保管場Ⅱ 

輻射発散度 [W/m2] 58×103 58×103 

形態係数 6.09×10-2 2.31×10-2 

輻射強度 [W/m2] 3533 1337 
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(4) 燃焼継続時間の算出 

外部火災影響評価ガイドに従い、次式のとおり、放火燃焼時間は燃料量

を燃焼面積（燃料タンク投影面積）と燃焼速度で除して算出する。 

 

t = V/(S×v) 

V：燃料量 

S：燃焼面積 

v：燃焼速度  v = M/ρ 

M：質量低下速度 

ρ：燃料密度 

 

表 5 燃焼継続時間 

 α固体処理棟 固体集積保管場Ⅱ 

燃料量 [m2] 14.87 14.87 

燃焼面積 [m2] 44.6 44.6 

質量低下速度 [kg/m2・s] 0.051 0.051 

燃料密度 [kg/m3] 760 760 

燃焼速度 [m/s] 6.71×10-5 6.71×10-5 

燃焼継続時間 [s] 4968 4968 

 

(5) 施設外壁温度の算出 

外部火災影響評価ガイドに従い、火災が発生した時間から燃料が燃え尽

きるまでの間、一定の輻射強度で施設の壁が昇温されるものとして、次式

によりコンクリート表面の温度上昇を算出する。 

 

 

 

T0 ：初期温度(52[℃]) 

鉄筋コンクリート造集合住宅の壁で測定された 1年間の温度デ

ータの最高値 約 52℃を参考に設定（RC造集合住宅の耐久性に対

 

T 
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する外断熱の温度抑制効果に関する研究 コンクリート工学年次

論文集，Vol.26，No.2，2004） 

q ：輻射強度 

α ：コンクリート温度伝導率[α=λ/(ρ×Cp)] 

Cp ：コンクリート比熱(0.963[kJ/kgK]) 

ρ ：コンクリート密度(2,400[kg/m3]) 

λ ：コンクリート熱伝導率(1.74[W/mK]) 

x ：コンクリート深さ 

t ：燃焼継続時間 

 

5．評価結果 

α固体処理棟の離隔距離20.4mの位置にF-15が落下した場合の施設の壁の

外表面温度の増加は 140.2℃である。 

これに施設の壁の初期温度 52℃を考慮しても、施設の壁の外表面温度は

192.2℃であり、コンクリートの許容温度 200℃を超えない。 

 

固体集積保管場Ⅱの離隔距離34.5mの位置にF-15が落下した場合の施設の

壁の外表面温度の増加は 53.1℃であり、離隔距離 34.5mの位置から森林火災

が発生した場合の施設の壁の外表面温度の増加は 95.4℃である。 

しかし、航空機落下の火災の燃焼継続時間は 4968秒であるが、森林火災に

よる施設の壁の外表面温度が最大となるのは 611.5秒後であり、その時の航

空機落下の火災による施設の壁の外表面温度の増加は 18.7℃にとどまる。 

これらに施設の壁の初期温度 52℃を考慮しても、施設の壁の外表面温度は

166.1℃であり、コンクリートの許容温度 200℃を超えない。 

 

なお、「有視界飛行方式民間航空機」の離隔距離は、小型固定翼機及び小型

回転翼機の評価に用いるαを 0.1から 1に変更した場合、別表 1に示すとお

り「自衛隊又は米軍機」の離隔距離よりも短くなる。 
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搭載燃料量が最大のユーロコプター社（アエロスパシアル社）の AS332L1

について、上述の F-15と同様に評価する。 

 

まず、固体集積保管場Ⅱについては、離隔距離 20.6mに AS332L1が落下し

た場合、施設の壁の外表面温度の増加は、森林火災による施設の壁の外表面

温度が最大となる 352.2秒後において 45.6℃であり、森林火災による温度の

増加 90.2℃と施設の壁の初期温度 52℃を考慮しても、施設の壁の外表面温度

は 187.8℃であり、コンクリートの許容温度 200℃を超えない。 

 

次に、α固体処理棟については、離隔距離6.4mにAS332L1が落下した場合、

施設の壁の外表面温度の増加は 260.3℃であり、施設の壁の初期温度 52℃を

考慮すると、施設の壁の外表面温度は 312.3℃となり、コンクリートの許容

温度 200℃を超える。 

しかし、α固体処理棟の施設の壁（壁厚さ 10cm 以上）の内表面温度の上昇

は 0.1℃未満であり、施設の壁の内表面の初期温度を 52℃としても、施設の

壁（建家）に内包されている設備（α焼却装置やαホール設備等）の安全機

能が維持される温度（使用最高温度等）を超えることはない。 

 

AS332L1の評価条件を表 6 に示す。 

 

  なお、別表 1 及び別図 1～18から求められる半径 100mの円内にある施設を

考慮した各施設の標的面積及び離隔距離を別表 2に、落下する航空機が F-15

の場合の全施設の評価結果を別表 3 に、AS332L1の場合を別表 4に示す。 
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表 6 AS332L1 の評価条件 

 
α固体処理棟 固体集積保管場

Ⅱ 

航空機 AS332L1 AS332L1 

燃料の種類 JET A-1 JET A-1 

燃料量 [m3] 2.9 (1) 2.9 (1) 

輻射発散度 [W/m2] 50×103 (2) 50×103 (2) 

燃料タンク投影面積 [m2] 62 (3) 62 (3) 

燃焼速度 [m/s] 0.78×10-4 (4) 0.78×10-4 (4) 

離隔距離 [m] 6.4 20.6 

燃焼半径 [m] 4.44 4.44 

形態係数 34.62×10-2 7.91×10-2 

輻射強度 [W/m2] 17309 3956 

燃焼継続時間 [s] 600 600 

(1) EUROCOPTER AS332 L1 Technical Data (332 L1 07.101.02E) 

(2) 「原子力発電所の外部火災影響評価ガイド 付属書 B 石油コンビナー

ト等火災・爆発の原子力発電所への影響について」 

(3) EUROCOPTER AS332 L1 Technical Data (332 L1 07.101.02E) 

（記載の機体寸法から、胴体下部全域を燃料タンク投影面積として算

出） 

(4) 石油コンビナートの防災アセスメント指針（平成 25 年 3月） 

 

6．廃棄物管理施設以外の施設の火災との重畳について 

廃棄物管理施設の周辺には、廃棄物管理施設以外の施設が設置されている

ため、この施設に航空機が落下した場合の影響を評価した。 

航空機が落下するとした施設は、可燃物としての燃料を考慮し、大型トレ

ーラー等を格納している車庫とした。また、評価対象施設は、この車庫に近

い管理機械棟とした。 

 

 (1) 標的面積及び離隔距離について 

   別図 13に示すとおり、管理機械棟を中心とした半径 100mの円内の施設

は、廃液処理棟、β・γ固体処理棟Ⅲ、β・γ固体処理棟Ⅳ、α固体処理



 

                                                            

添Ⅳ-2-1-2-9 

棟、廃液貯留施設Ⅰ、廃液貯留施設Ⅱ、β・γ一時格納庫Ⅰ及びα一時格

納庫であることから、管理機械棟の標的面積は 5450m2であり、離隔距離は

「自衛隊又は米軍機」にあっては 34.3m、「有視界飛行方式民間航空機（α

＝1の場合）」にあっては 20.4mである。 

 

 (2) 落下した航空機の火災の影響について 

   離隔距離を変えて、上述と同様に施設の壁の外表面温度の増加を求める

と、「自衛隊又は米軍機」として設定した F-15にあっては 53.7℃、「有視

界飛行方式民間航空機」として設定した AS332L1にあっては 60.5℃である。 

 

 (3) 車庫に格納されている自動車等の火災の影響について 

車庫に格納されている自動車等は、大型トレーラー（トラクター）、大型

トラック、コンテナ車、大型乗用車、フォークリフト及び発電機（トラク

ターに搭載）が各 1台である。 

 評価条件を表 7に示す。 

   離隔距離については、車庫内の自動車等の配置を考慮し、最短の条件と

なる 15mとした。 
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表 7 車庫の火災の評価条件 

自動車等 
大型 

トレーラー 

大型 

トラック 

コンテナ車 

大型乗用車 

フォークリフ

ト 

発電機 

燃料の種類 軽油 軽油 軽油 軽油 

輻射発散度 [W/m2] 42×103(1) 42×103(1) 42×103(1) 42×103(1) 

燃料量 [m3] 0.3(2) 0.2(2) 0.1(2) 0.052(2) 

燃焼速度 [m/s] 0.55×10-4(3) 0.55×10-4(3) 0.55×10-4(3) 0.55×10-4(3) 

燃料流出速度 [m3/s] 0.83×10-3(4) 0.83×10-3(4) 0.83×10-3(4) 0.83×10-3(4) 

燃焼半径 [m] 2.2 2.2 2.2 2.2 

離隔距離 [m] 15 15 15 15 

形態係数 0.040 0.040 0.040 0.040 

輻射強度 [W/m2] 1687 1687 1687 1687 

燃焼継続時間 [s] 360 240 120 62.4 

(1) 「原子力発電所の外部火災影響評価ガイド 付属書 B 石油コンビナー

ト等火災・爆発の原子力発電所への影響について」の附録 B における

軽油の値 

(2) 自動車メーカ各社の説明書等の値を元に設定 

(3) 石油コンビナートの防災アセスメント指針 別添 参考資料2における

軽油の燃焼速度の値 

(4) 危険物の規制に関する規則 第25条の2における固定給油設備のガソリ

ン最大吐出量 

 

   なお、評価手法は、「燃焼半径の算出」及び「燃焼継続時間の算出」を除

き、航空機落下の火災の評価手法と同じである。 

「燃焼半径の算出」及び「燃焼継続時間の算出」の評価手法を次に示す。 

 

① 燃焼半径の算出 

外部火災影響評価ガイド及び石油コンビナートの防災アセスメント指針

に従い、円筒火炎モデルとして評価を実施するため、燃焼半径は燃料流出

速度と燃焼速度から次式により算出する。 
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  R = (S／π)1/2 

      S:火炎面積（火炎円筒の底面積）[S = qL /v] 

      qL:燃料流出速度 

   v：燃焼速度 

 

  ② 燃焼継続時間の算出 

外部火災影響評価ガイドに従い、次式のとおり、放火燃焼時間は燃料量

を燃焼面積と燃焼速度で除して算出する。 

 

  t = V/(S×v) 

      V:燃料量 

   S:燃焼面積[S = qL /v] 

      v：燃焼速度 

qL:燃料流出速度 

 

   上述の評価手法にて求めた、自動車等の火災による施設の壁の外表面温

度の増加を表 8に示す。 

 

表 8 自動車等の火災による施設の壁の外表面温度の増加 

自動車等 
大型 

トレーラー 

大型 

トラック 

コンテナ車 

大型乗用車 

フォークリ

フト 

発電機 

外表面温度の増加 

[℃] 
18.1 14.8 10.4 7.5 

 

 (4) 評価結果 

落下した航空機の火災による施設の壁の外表面温度の増加は、F-15より

も AS332L1 の方が大きく、60.5℃である。 

また、自動車等の火災による施設の壁の外表面温度の増加は、大型トレ

ーラーにあっては 18.1℃、大型トラックにあっては 14.8℃、コンテナ車に



 

                                                            

添Ⅳ-2-1-2-12 

あっては 10.4℃、大型乗用車にあっては 10.4℃、フォークリフトにあって

は 7.5℃、発電機にあっては 7.5℃である。 

これらの合計は 129.2℃であり、施設の壁の初期温度 52℃を考慮しても、

施設の壁の外表面温度は 181.2℃であり、コンクリートの許容温度 200℃を

超えない。 

なお、離隔距離よりも遠い位置に航空機が落下するとした場合、車庫に

最も近い管理機械棟の評価結果よりも厳しくなることの有無の確認として、

車庫との間に遮る物がない廃液貯留施設Ⅰを対象に評価した結果、管理機

械棟の評価結果よりも厳しくなることはなかった。落下する航空機が F-15

の場合を別表 3に、AS332L1の場合を別表 4に示す。
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100ｍ
廃液処
理棟

排水監
視施設

β・γ固
体処理
棟Ⅰ

β・γ固
体処理
棟Ⅱ

β・γ固
体処理
棟Ⅲ

β・γ固
体処理
棟Ⅳ

α固体
処理棟

固体集
積保管
場Ⅰ

廃液貯
留施設

Ⅰ

廃液貯
留施設

Ⅱ

有機廃
液一時
格納庫

＊１

β・γ一
時格納
庫Ⅰ

α一時
格納庫

管理機
械棟

固体集
積保管
場Ⅱ

固体集
積保管
場Ⅲ

固体集
積保管
場Ⅳ

α固体
貯蔵施

設

固体廃
棄物減
容処理
施設

合計
離隔
距離

100ｍ

660 190 550 400 1,000 490 1,050 3,070 900 250 50 190 150 760 2,050 1,500 1,140 700 1,456 16,556 19.8 10.8

8250 F-15
AS332
L1 α1

廃液処
理棟

廃液処
理棟

排水監
視施設

β・γ固
体処理
棟Ⅲ

β・γ固
体処理
棟Ⅳ

α固体
処理棟

固体集
積保管
場Ⅰ

廃液貯
留施設

Ⅰ

廃液貯
留施設

Ⅱ

β・γ一
時格納
庫Ⅰ

α一時
格納庫

管理機
械棟

廃液処
理棟

660 190 1,000 490 1,050 3,070 900 250 190 150 760 8,710 23.35 9.42

排水監
視施設

廃液処
理棟

排水監
視施設

β・γ固
体処理
棟Ⅲ

α固体
処理棟

固体集
積保管
場Ⅰ

廃液貯
留施設

Ⅰ

廃液貯
留施設

Ⅱ

α一時
格納庫

管理機
械棟

排水監
視施設

660 190 1,000 1,050 3,070 900 250 150 760 8,030 25.45 11.52

β・γ固
体処理
棟Ⅰ

β・γ固
体処理
棟Ⅰ

β・γ固
体処理
棟Ⅱ

β・γ固
体処理
棟Ⅳ

α固体
処理棟

固体集
積保管
場Ⅰ

有機廃
液一時
格納庫

＊１

β・γ一
時格納
庫Ⅰ

α一時
格納庫

β・γ固
体処理
棟Ⅰ

550 400 490 1,050 3,070 50 190 150 5,950 32.49 18.56

β・γ固
体処理
棟Ⅱ

β・γ固
体処理
棟Ⅰ

β・γ固
体処理
棟Ⅱ

β・γ固
体処理
棟Ⅳ

α固体
処理棟

固体集
積保管
場Ⅰ

有機廃
液一時
格納庫

＊１

β・γ一
時格納
庫Ⅰ

α一時
格納庫

β・γ固
体処理
棟Ⅱ

550 400 490 1,050 3,070 50 190 150 5,950 32.49 18.56
β・γ固
体処理
棟Ⅲ

廃液処
理棟

排水監
視施設

β・γ固
体処理
棟Ⅲ

α固体
処理棟

廃液貯
留施設

Ⅰ

廃液貯
留施設

Ⅱ

α一時
格納庫

管理機
械棟

β・γ固
体処理
棟Ⅲ

660 190 1,000 1,050 900 250 150 760 4,960 36.27 22.34
β・γ固
体処理
棟Ⅳ

廃液処
理棟

β・γ固
体処理
棟Ⅰ

β・γ固
体処理
棟Ⅱ

β・γ固
体処理
棟Ⅳ

α固体
処理棟

固体集
積保管
場Ⅰ

廃液貯
留施設

Ⅰ

廃液貯
留施設

Ⅱ

β・γ一
時格納
庫Ⅰ

α一時
格納庫

管理機
械棟

β・γ固
体処理
棟Ⅳ

660 550 400 490 1,050 3,070 900 250 190 150 760 8,470 24.08 10.15

α固体
処理棟

廃液処
理棟

排水監
視施設

β・γ固
体処理
棟Ⅰ

β・γ固
体処理
棟Ⅱ

β・γ固
体処理
棟Ⅲ

β・γ固
体処理
棟Ⅳ

α固体
処理棟

固体集
積保管
場Ⅰ

廃液貯
留施設

Ⅰ

廃液貯
留施設

Ⅱ

有機廃
液一時
格納庫

＊１

β・γ一
時格納
庫Ⅰ

α一時
格納庫

管理機
械棟

α固体
処理棟

660 190 550 400 1,000 490 1,050 3,070 900 250 50 190 150 760 9,710 20.41 6.48

固体集
積保管
場Ⅰ

廃液処
理棟

β・γ固
体処理
棟Ⅰ

β・γ固
体処理
棟Ⅱ

α固体
処理棟

固体集
積保管
場Ⅰ

廃液貯
留施設

Ⅰ

廃液貯
留施設

Ⅱ

有機廃
液一時
格納庫

＊１

β・γ一
時格納
庫Ⅰ

α一時
格納庫

固体集
積保管
場Ⅰ

660 550 400 1,050 3,070 900 250 50 190 150 7,270 27.90 13.97
廃液貯
留施設

Ⅰ

廃液処
理棟

排水監
視施設

β・γ固
体処理
棟Ⅲ

β・γ固
体処理
棟Ⅳ

α固体
処理棟

固体集
積保管
場Ⅰ

廃液貯
留施設

Ⅰ

廃液貯
留施設

Ⅱ

α一時
格納庫

管理機
械棟

廃液貯
留施設

Ⅰ
660 190 1,000 490 1,050 3,070 900 250 150 760 8,520 23.93 10.00

廃液貯
留施設

Ⅱ

廃液処
理棟

排水監
視施設

β・γ固
体処理
棟Ⅲ

β・γ固
体処理
棟Ⅳ

α固体
処理棟

固体集
積保管
場Ⅰ

廃液貯
留施設

Ⅰ

廃液貯
留施設

Ⅱ

β・γ一
時格納
庫Ⅰ

α一時
格納庫

管理機
械棟

廃液貯
留施設

Ⅱ
660 190 1,000 490 1,050 3,070 900 250 190 150 760 8,710 23.35 9.42

有機廃
液一時
格納庫

＊１

β・γ固
体処理
棟Ⅰ

β・γ固
体処理
棟Ⅱ

α固体
処理棟

固体集
積保管
場Ⅰ

有機廃
液一時
格納庫

＊１

β・γ一
時格納
庫Ⅰ

α一時
格納庫

有機廃
液一時
格納庫

＊１
550 400 1,050 3,070 50 190 150 5,460 34.32 20.39

β・γ一
時格納
庫Ⅰ

廃液処
理棟

β・γ固
体処理
棟Ⅰ

β・γ固
体処理
棟Ⅱ

β・γ固
体処理
棟Ⅳ

α固体
処理棟

固体集
積保管
場Ⅰ

廃液貯
留施設

Ⅱ

有機廃
液一時
格納庫

＊１

β・γ一
時格納
庫Ⅰ

α一時
格納庫

管理機
械棟

β・γ一
時格納
庫Ⅰ

660 550 400 490 1,050 3,070 250 50 190 150 760 7,620 26.76 12.83

α一時
格納庫

廃液処
理棟

排水監
視施設

β・γ固
体処理
棟Ⅰ

β・γ固
体処理
棟Ⅱ

β・γ固
体処理
棟Ⅲ

β・γ固
体処理
棟Ⅳ

α固体
処理棟

固体集
積保管
場Ⅰ

廃液貯
留施設

Ⅰ

廃液貯
留施設

Ⅱ

有機廃
液一時
格納庫

＊１

β・γ一
時格納
庫Ⅰ

α一時
格納庫

管理機
械棟

α一時
格納庫

660 190 550 400 1,000 490 1,050 3,070 900 250 50 190 150 760 9,710 20.41 6.48

管理機
械棟

廃液処
理棟

β・γ固
体処理
棟Ⅲ

β・γ固
体処理
棟Ⅳ

α固体
処理棟

廃液貯
留施設

Ⅰ

廃液貯
留施設

Ⅱ

β・γ一
時格納
庫Ⅰ

α一時
格納庫

管理機
械棟

管理機
械棟

660 1,000 490 1,050 900 250 190 150 760 5,450 34.36 20.43
固体集
積保管
場Ⅱ

固体集
積保管
場Ⅱ

固体集
積保管
場Ⅲ

固体集
積保管
場Ⅳ

α固体
貯蔵施

設

固体集
積保管
場Ⅱ

2,050 1,500 1,140 700 5,390 34.59 20.66
固体集
積保管
場Ⅲ

固体集
積保管
場Ⅱ

固体集
積保管
場Ⅲ

固体集
積保管
場Ⅳ

α固体
貯蔵施

設

固体集
積保管
場Ⅲ

2,050 1,500 1,140 700 5,390 34.59 20.66
固体集
積保管
場Ⅳ

固体集
積保管
場Ⅱ

固体集
積保管
場Ⅲ

固体集
積保管
場Ⅳ

固体集
積保管
場Ⅳ

2,050 1,500 1,140 4,690 37.37 23.44
α固体
貯蔵施

設

固体集
積保管
場Ⅱ

固体集
積保管
場Ⅲ

α固体
貯蔵施

設

α固体
貯蔵施

設
2,050 1,500 700 4,250 39.23 25.29

固体廃
棄物減
容処理
施設

固体廃
棄物減
容処理
施設

固体廃
棄物減
容処理
施設

1,456 1,456 54.48 40.55

＊１　使用を停止する施設

別表2　半径100ｍの円内にある施設を考慮した各施設の標的面積及び離隔距離
別表 2 半径 100ｍの円内にある施設を考慮した各施設の標的面積及び離隔距離 
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100ｍ 9710ｍ2 19.8ｍ 100ｍ

F-15 標的面積 離隔距離 F-15

α固体処理棟 9710ｍ2 20.4ｍ 140.2 ℃ → 壁厚10cm 0.1 ℃ なし 0.0 ℃ → 壁厚10cm 0.0 ℃ 52.0 ℃ 192.2 ℃ 52.1 ℃ 60.0 ℃ 7.9 ℃ 設備 ＰＶＣ等 α固体処理棟

α一時格納庫 9710ｍ2 20.4ｍ 140.2 ℃ → 壁厚10cm 0.1 ℃ なし 0.0 ℃ → 壁厚10cm 0.0 ℃ 52.0 ℃ 192.2 ℃ 52.1 ℃ 60.0 ℃ 7.9 ℃ 設備 ＰＶＣ等 α一時格納庫

廃液貯留施設Ⅱ 8710ｍ2 23.3ｍ 110.8 ℃ → 壁厚10cm 0.1 ℃ 離隔距離17ｍ,半径3ｍ 27.9 ℃ → 壁厚10cm 0.1 ℃ 52.0 ℃ 190.7 ℃ 52.2 ℃ 200.0 ℃ 147.8 ℃ 設備 コンクリート 廃液貯留施設Ⅱ

廃液処理棟 8710ｍ2 23.3ｍ 110.8 ℃ → 壁厚0.6cm 101.5 ℃ なし 0.0 ℃ → 壁厚0.6cm 0.0 ℃ 52.0 ℃ 162.8 ℃ 153.5 ℃ 200.0 ℃ 46.5 ℃ 設備 コンクリート 廃液処理棟

廃液貯留施設Ⅰ 8520ｍ2 23.9ｍ 105.8 ℃ → 壁厚0.6cm 96.9 ℃ 離隔距離14ｍ,半径3ｍ 38.8 ℃ → 壁厚0.6cm 9.9 ℃ 52.0 ℃ 196.6 ℃ 158.8 ℃ 200.0 ℃ 41.2 ℃ 設備 コンクリート 廃液貯留施設Ⅰ

β・γ固体処理棟Ⅳ 8470ｍ2 24.0ｍ 105.0 ℃ → 壁厚2cm 77.4 ℃ なし 0.0 ℃ → 壁厚2cm 0.0 ℃ 52.0 ℃ 157.0 ℃ 129.4 ℃ 200.0 ℃ 70.6 ℃ 設備 コンクリート β・γ固体処理棟Ⅳ

排水監視施設 8030ｍ2 25.4ｍ 94.7 ℃ → 壁厚10cm 0.1 ℃ 離隔距離12ｍ,半径3ｍ 49.5 ℃ → 壁厚10cm 0.1 ℃ 52.0 ℃ 196.2 ℃ 52.2 ℃ 60.0 ℃ 7.8 ℃ 設備 ポンプ等 排水監視施設

β・γ一時格納庫Ⅰ 7620ｍ2 26.7ｍ 86.4 ℃ → 壁厚10cm 0.1 ℃ なし 0.0 ℃ → 壁厚10cm 0.0 ℃ 52.0 ℃ 138.4 ℃ 52.1 ℃ 60.0 ℃ 7.9 ℃ 廃棄物 ＰＶＣ等 β・γ一時格納庫Ⅰ

固体集積保管場Ⅰ 7270ｍ2 27.9ｍ 79.6 ℃ → 壁厚10cm 0.1 ℃ 離隔距離12.5ｍ,半径2.5ｍ 34.6 ℃ → 壁厚10cm 0.1 ℃ 52.0 ℃ 166.2 ℃ 52.2 ℃ 200.0 ℃ 147.8 ℃ 廃棄物 コンクリート 固体集積保管場Ⅰ

β・γ固体処理棟Ⅰ 5950ｍ2 32.4ｍ 59.9 ℃ → 壁厚10cm 0.1 ℃ 離隔距離20ｍ,半径4ｍ 34.6 ℃ → 壁厚10cm 0.1 ℃ 52.0 ℃ 146.5 ℃ 52.2 ℃ 60.0 ℃ 7.8 ℃ 廃棄物 ＰＶＣ等 β・γ固体処理棟Ⅰ

β・γ固体処理棟Ⅱ 5950ｍ2 32.4ｍ 59.9 ℃ → 壁厚10cm 0.1 ℃ 離隔距離14ｍ,半径4ｍ 60.3 ℃ → 壁厚10cm 0.1 ℃ 52.0 ℃ 172.2 ℃ 52.2 ℃ 60.0 ℃ 7.8 ℃ 廃棄物 ＰＶＣ等 β・γ固体処理棟Ⅱ

有機廃液一時格納庫 ＊１ 5460ｍ2 34.3ｍ 53.7 ℃ → 壁厚10cm 0.1 ℃ 離隔距離14ｍ,半径4ｍ 60.3 ℃ → 壁厚10cm 0.1 ℃ 52.0 ℃ 166.0 ℃ 52.2 ℃ 100.0 ℃ 47.8 ℃ 廃棄物 水溶液 有機廃液一時格納庫

管理機械棟 5450ｍ2 34.3ｍ 53.7 ℃ → 壁厚10cm 0.1 ℃ なし 0.0 ℃ → 壁厚10cm 0.0 ℃ 52.0 ℃ 105.7 ℃ 52.1 ℃ 60.0 ℃ 7.9 ℃ 廃棄物 ＰＶＣ等 管理機械棟

β・γ固体処理棟Ⅲ 4960ｍ2 36.2ｍ 48.4 ℃ → 壁厚10cm 0.1 ℃ なし 0.0 ℃ → 壁厚10cm 0.0 ℃ 52.0 ℃ 100.4 ℃ 52.1 ℃ 200.0 ℃ 147.9 ℃ 設備 コンクリート β・γ固体処理棟Ⅲ

＊１　使用を停止する施設

100ｍ 9710ｍ2 19.8ｍ 100ｍ

F-15 標的面積 離隔距離 F-15

固体集積保管場Ⅱ 5390ｍ2 34.5ｍ 53.1 ℃ → 611.5秒後 18.7 ℃ 95.4 ℃ 52.0 ℃ 166.1 ℃ 200.0 ℃ 33.9 ℃ 廃棄物 鉄・コンクリート 固体集積保管場Ⅱ

固体集積保管場Ⅲ 5390ｍ2 34.5ｍ 53.1 ℃ → 611.5秒後 18.7 ℃ 95.4 ℃ 52.0 ℃ 166.1 ℃ 200.0 ℃ 33.9 ℃ 廃棄物 鉄・コンクリート 固体集積保管場Ⅲ

固体集積保管場Ⅳ 4690ｍ2 37.3ｍ 45.6 ℃ → 679.5秒後 16.9 ℃ 95.7 ℃ 52.0 ℃ 164.6 ℃ 200.0 ℃ 35.4 ℃ 廃棄物 鉄・コンクリート 固体集積保管場Ⅳ

α固体貯蔵施設 4250ｍ2 39.2ｍ 41.4 ℃ → 729.1秒後 15.9 ℃ 97.2 ℃ 52.0 ℃ 165.1 ℃ 200.0 ℃ 34.9 ℃ 廃棄物 鉄・コンクリート α固体貯蔵施設

固体廃棄物減容処理施設 1456ｍ2 54.4ｍ 21.7 ℃ → 1089.8秒後 10.2 ℃ 95.3 ℃ 52.0 ℃ 157.5 ℃ 200.0 ℃ 42.5 ℃ 設備 コンクリート 固体廃棄物減容処理施設

100ｍ 9710ｍ2 19.8ｍ 100ｍ

F-15 標的面積 離隔距離 F-15

管理機械棟 5450ｍ2 34.3ｍ 53.7 ℃ 68.7 ℃ 52.0 ℃ 174.4 ℃ 52.2 ℃ 60.0 ℃ 7.8 ℃ 廃棄物 ＰＶＣ等 管理機械棟

廃液貯留施設Ⅰ 8520ｍ2 23.9ｍ 61.3 ℃ 10.5 ℃ 52.0 ℃ 123.8 ℃ 200.0 ℃ 76.2 ℃ 設備 コンクリート 廃液貯留施設Ⅰ

外面

航空機落下による温度増加

航空機落下による温度増加

航空機落下による温度増加

樹木火災による温度増加

森林火災による温度増加

車庫火災による温度増加

外面 内面 内面
対象

対象

最高温度
内面外面 内面外面
差

初期温度

初期温度

外面 内面

許容温度 差

初期温度

最高温度

離隔距離32ｍ(36-4)

最高温度

許容温度

防火帯相当9ｍ

防火帯相当9ｍ

防火帯相当9ｍ

離隔距離15m(10+5)

離隔距離40m(36+4)

防火帯相当9ｍ

許容温度

別表3　F-15が落下した場合の評価結果

外面 内面
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外面
差

防火帯相当9ｍ

外面外面
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100ｍ 8250ｍ2 10.8ｍ 100ｍ

AS332L1 α1 標的面積 離隔距離 AS332L1 α1

α固体処理棟 9710ｍ2 6.4ｍ 260.3 ℃ → 壁厚10cm 0.1 ℃ なし 0.0 ℃ → 壁厚10cm 0.0 ℃ 52.0 ℃ 312.3 ℃ 52.1 ℃ 60.0 ℃ 7.9 ℃ 設備 ＰＶＣ等 α固体処理棟

α一時格納庫 9710ｍ2 6.4ｍ 260.3 ℃ → 壁厚10cm 0.1 ℃ なし 0.0 ℃ → 壁厚10cm 0.0 ℃ 52.0 ℃ 312.3 ℃ 52.1 ℃ 60.0 ℃ 7.9 ℃ 設備 ＰＶＣ等 α一時格納庫

廃液貯留施設Ⅱ 8710ｍ2 9.4ｍ 173.1 ℃ → 壁厚10cm 0.1 ℃ 離隔距離17ｍ,半径3ｍ 27.9 ℃ → 壁厚10cm 0.1 ℃ 52.0 ℃ 253.0 ℃ 52.2 ℃ 200.0 ℃ 147.8 ℃ 設備 コンクリート 廃液貯留施設Ⅱ

廃液処理棟 8710ｍ2 9.4ｍ 173.1 ℃ → 壁厚0.6cm 133.3 ℃ なし 0.0 ℃ → 壁厚0.6cm 0.0 ℃ 52.0 ℃ 225.1 ℃ 185.3 ℃ 200.0 ℃ 14.7 ℃ 設備 コンクリート 廃液処理棟

廃液貯留施設Ⅰ 8520ｍ2 10.0ｍ 161.4 ℃ → 壁厚0.6cm 124.3 ℃ 離隔距離14ｍ,半径3ｍ 38.8 ℃ → 壁厚0.6cm 9.9 ℃ 52.0 ℃ 252.2 ℃ 186.2 ℃ 200.0 ℃ 13.8 ℃ 設備 コンクリート 廃液貯留施設Ⅰ

β・γ固体処理棟Ⅳ 8470ｍ2 10.1ｍ 159.5 ℃ → 壁厚2cm 60.8 ℃ なし 0.0 ℃ → 壁厚2cm 0.0 ℃ 52.0 ℃ 211.5 ℃ 112.8 ℃ 200.0 ℃ 87.2 ℃ 設備 コンクリート β・γ固体処理棟Ⅳ

排水監視施設 8030ｍ2 11.5ｍ 136.7 ℃ → 壁厚10cm 0.1 ℃ 離隔距離12ｍ,半径3ｍ 49.5 ℃ → 壁厚10cm 0.1 ℃ 52.0 ℃ 238.2 ℃ 52.2 ℃ 60.0 ℃ 7.8 ℃ 設備 ポンプ等 排水監視施設

β・γ一時格納庫Ⅰ 7620ｍ2 12.8ｍ 119.5 ℃ → 壁厚10cm 0.1 ℃ なし 0.0 ℃ → 壁厚10cm 0.0 ℃ 52.0 ℃ 171.5 ℃ 52.1 ℃ 60.0 ℃ 7.9 ℃ 廃棄物 ＰＶＣ等 β・γ一時格納庫Ⅰ

固体集積保管場Ⅰ 7270ｍ2 13.9ｍ 107.3 ℃ → 壁厚10cm 0.1 ℃ 離隔距離12.5ｍ,半径2.5ｍ 34.6 ℃ → 壁厚10cm 0.1 ℃ 52.0 ℃ 193.9 ℃ 52.2 ℃ 200.0 ℃ 147.8 ℃ 廃棄物 コンクリート 固体集積保管場Ⅰ

β・γ固体処理棟Ⅰ 5950ｍ2 18.5ｍ 70.7 ℃ → 壁厚10cm 0.1 ℃ 離隔距離20ｍ,半径4ｍ 34.6 ℃ → 壁厚10cm 0.1 ℃ 52.0 ℃ 157.3 ℃ 52.2 ℃ 60.0 ℃ 7.8 ℃ 廃棄物 ＰＶＣ等 β・γ固体処理棟Ⅰ

β・γ固体処理棟Ⅱ 5950ｍ2 18.5ｍ 70.7 ℃ → 壁厚10cm 0.1 ℃ 離隔距離14ｍ,半径4ｍ 60.3 ℃ → 壁厚10cm 0.1 ℃ 52.0 ℃ 183.0 ℃ 52.2 ℃ 60.0 ℃ 7.8 ℃ 廃棄物 ＰＶＣ等 β・γ固体処理棟Ⅱ

有機廃液一時格納庫　＊１ 5460ｍ2 20.3ｍ 61.0 ℃ → 壁厚10cm 0.1 ℃ 離隔距離14ｍ,半径4ｍ 60.3 ℃ → 壁厚10cm 0.1 ℃ 52.0 ℃ 173.3 ℃ 52.2 ℃ 100.0 ℃ 47.8 ℃ 廃棄物 水溶液 有機廃液一時格納庫

管理機械棟 5450ｍ2 20.4ｍ 60.5 ℃ → 壁厚10cm 0.1 ℃ なし 0.0 ℃ → 壁厚10cm 0.0 ℃ 52.0 ℃ 112.5 ℃ 52.1 ℃ 60.0 ℃ 7.9 ℃ 廃棄物 ＰＶＣ等 管理機械棟

β・γ固体処理棟Ⅲ 4960ｍ2 22.3ｍ 52.3 ℃ → 壁厚10cm 0.1 ℃ なし 0.0 ℃ → 壁厚10cm 0.0 ℃ 52.0 ℃ 104.3 ℃ 52.1 ℃ 200.0 ℃ 147.9 ℃ 設備 コンクリート β・γ固体処理棟Ⅲ

＊１　使用を停止する施設

100ｍ 8250ｍ2 10.8ｍ 100ｍ

AS332L1 α1 標的面積 離隔距離 AS332L1 α1

固体集積保管場Ⅱ 5390ｍ2 20.6ｍ 59.5 ℃ → 352.2秒後 45.6 ℃ 90.2 ℃ 52.0 ℃ 187.8 ℃ 200.0 ℃ 12.2 ℃ 廃棄物 鉄・コンクリート 固体集積保管場Ⅱ

固体集積保管場Ⅲ 5390ｍ2 20.6ｍ 59.5 ℃ → 352.2秒後 45.6 ℃ 90.2 ℃ 52.0 ℃ 187.8 ℃ 200.0 ℃ 12.2 ℃ 廃棄物 鉄・コンクリート 固体集積保管場Ⅲ

固体集積保管場Ⅳ 4690ｍ2 23.4ｍ 48.1 ℃ → 388.1秒後 38.7 ℃ 92.2 ℃ 52.0 ℃ 182.9 ℃ 200.0 ℃ 17.1 ℃ 廃棄物 鉄・コンクリート 固体集積保管場Ⅳ

α固体貯蔵施設 4250ｍ2 25.2ｍ 42.3 ℃ → 426.9秒後 35.7 ℃ 94.1 ℃ 52.0 ℃ 181.8 ℃ 200.0 ℃ 18.2 ℃ 廃棄物 鉄・コンクリート α固体貯蔵施設

固体廃棄物減容処理施設 1456ｍ2 40.5ｍ 17.5 ℃ → 752.4秒後 19.6 ℃ 96.0 ℃ 52.0 ℃ 167.6 ℃ 200.0 ℃ 32.4 ℃ 設備 コンクリート 固体廃棄物減容処理施設

100ｍ 8250ｍ2 10.8ｍ 100ｍ

AS332L1 α1 標的面積 離隔距離 AS332L1 α1

管理機械棟 5450ｍ2 20.4ｍ 60.5 ℃ 68.7 ℃ 52.0 ℃ 181.2 ℃ 52.2 ℃ 60.0 ℃ 7.8 ℃ 廃棄物 ＰＶＣ等 管理機械棟

廃液貯留施設Ⅰ 8520ｍ2 10.0ｍ 29.1 ℃ 10.5 ℃ 52.0 ℃ 91.6 ℃ 200.0 ℃ 108.4 ℃ 設備 コンクリート 廃液貯留施設Ⅰ
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最高温度

外面 内面

外面 内面 外面 内面
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離隔距離31ｍ(36-5)

許容温度 差

初期温度

初期温度

外面
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内面外面 内面

許容温度 差
外面

許容温度 差

離隔距離15m(10+5)

離隔距離40m(36+4)

外面

防火帯相当9ｍ

防火帯相当9ｍ

防火帯相当9ｍ

内面

別表4　AS332L1が落下した場合の評価結果
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車庫火災による温度増加
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